	大阪家庭裁判所
	☐堺支部
	御中

	
	☐岸和田支部
	



事　情　説　明　書（市町村長申立用）

	作成年月日
	　　　　　　年　　月　　日

	本人氏名
	

	作成者氏名
	
	

	作成者所属部署
	



１　支援開始の経緯について
	初回相談年月日
	　　　　　　年　　月　　日

	相　談　者
	　　　　　　　　　　本人との関係（　　　　　　　　　　）

	相 談 内 容
	



２　市町村長申立ての判断基準について
　　本人の福祉を図るため特に必要と認めたことから市町村長申立てを行う
　　根拠法令　☐老人福祉法３２条　☐知的障害者福祉法２８条
☐精神保健及び精神障害者福祉に関する法律５１条の１１の２
	☐(1)配偶者や２親等以内の親族がいない　　☐(2)親族がいても申立てを拒否，又は回答なし
☐(3)親族がいても本人に対する虐待がある　☐(4)親族が戸籍上確認できるが連絡がつかない



３　本人の居所について
　【現在の状況】
　　☐自宅　⇒同居者の有無　☐なし（独居）　☐あり　続柄・関係（　　　　　）
　　　　　　⇒自宅の名義等　☐本人所有（共有を含む）　☐親族等所有
　　　　　　　　　　　　　　☐本人賃貸　☐親族等賃貸　☐その他（　　　　　　　　）
　※☐病院　⇒病棟種別　☐一般病院　☐療養型病院　☐精神科病院
　※☐施設　⇒施設種別　☐特別養護老人ホーム　☐養護老人ホーム　☐介護老人保健施設
　　　　　　　　　　　　☐有料老人ホーム　☐サービス付き高齢者向け住宅
　　　　　　　　　　　　☐グループホーム　☐障害者支援施設
　　　　　　　　　　　　☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　※病院・施設等の場合，（　　　　年　　月頃　☐入院・☐入所）

４　本人の心身の状況について
　【精神上の障害の内容】
　　☐認知症　☐統合失調症　☐知的障害　☐発達障害　☐外傷性の脳機能障害
　　☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　発症時期（☐　　　　年　　月頃　☐不詳）
　【障害の認定等】
介護保険　　　⇒　☐要支援（　　　）　☐要介護（　　　）
　　障害者手帳　　⇒　☐療育（　　　）　　☐精神（　　　）級　　☐身体（　　　）級
　　障害支援区分　⇒　☐区分（　　　）

５　虐待について
　　☐虐待はない
　　☐虐待がある　☐虐待の疑いがあるが，認定に至らない
　　　⇒　☐虐待者等に対し秘匿すべき情報（本人の居所等）はない
　　　　　☐虐待者等に対し秘匿すべき情報（本人の居所等）があるので，該当する情報が記載されている書面全てについて，書面１通ごとに「非開示の申出書」をステープラー留めで一体にした状態にし，該当の部分にラインマーカーを引いて提出した
	虐待者氏名(疑いを含む)
	虐待の類型
	現在の状況

	
	☐身体　☐経済
☐介護・世話の放棄・放任
☐心理　☐性的
	☐避難・保護した
☐

	続柄・関係（　　　　　）
	
	

	
	☐身体　☐経済
☐介護・世話の放棄・放任
☐心理　☐性的
	☐避難・保護した
☐

	続柄・関係（　　　　　）
	
	



６　本人の財産・収支の状況について
　【財産の状況】
　　☐預貯金・現金あり　⇒　預貯金・現金約（　　　）万円
☐有価証券等あり　　⇒　有価証券等約（　　　）万円
　　☐不動産あり　　　　⇒　☐居住用　☐賃貸用　☐事業用（法人名義のものは除く）
　　　　　　　　　　　　　　☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　☐負債あり　　　　　⇒　負債約（　　　）万円　☐不明
　　☐財産状況不詳
　【相続財産】
　　☐本人を相続人とする相続はない
　　☐本人を相続人とする相続がある
　　　⇒　預貯金・現金約（　　　）万円　☐不動産　☐負債　☐その他　☐不詳
　【収支の状況】
　　　収入約（　　　）万円（☐年金　☐賃料収入　☐生活保護　☐親族から援助
　　　　　　　　　　　　　　☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））
支出約（　　　）万円　⇒　収支月額約（　　　）万円（☐プラス　☐マイナス）
　【金銭管理の状況】
　　☐本人自身が行っている
　　☐日常生活自立支援事業を利用している
　　☐第三者が行っている　
⇒　その者の氏名・機関名（　　　　　　　　　）　続柄・関係（　　　　　　　）
　　☐不明

７　現時点における後見人等報酬助成について
　　（※報酬助成の可否は，助成申請を行った時点の状況で判断されることになりますので，本欄には，現時点で報酬助成申請を行った場合の助成の有無を記載してください。）
☐報酬助成できる
　　☐報酬助成できない
　　　理由（※報酬助成に関する要綱等に規定する助成要件の，どの要件を満たしていないかを明記する）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　☐不明
理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

８　本人の介護や生活にかかわっている親族や，相談している支援者・機関の有無について
　　☐なし　☐あり
	親族・支援者名
	続柄・支援機関名等
	連絡先

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



９　在宅サービスの利用状況について
　　☐利用なし（☐必要なし　☐利用を検討中　☐本人が拒否
　　　　　　　　☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））
　　☐利用あり
	サービスの種類
	利用頻度
	サービス提供機関

	
	
	

	
	
	

	
	
	



10　成年後見人就任後に予定されている事務について
	
	至急
	予定あり
	摘要（現状，時期，内容，金額等）

	財産管理
	財産調査等
	☐
	☐
	☐高額預金等　☐

	
	不動産処分
	☐
	☐
	☐居住用　☐

	
	株式等処分
	☐
	☐
	

	
	保険金等請求
	☐
	☐
	☐入院給付金　☐

	
	遺産分割
	☐
	☐
	

	
	相続放棄
	☐
	☐
	

	
	訴訟・示談
	☐
	☐
	

	
	債務整理等
	☐
	☐
	　　　　　件，　　　　　　　円

	
	賃貸借契約
	☐
	☐
	

	
	立替金精算
	☐
	☐
	

	
	その他
	☐
	☐
	

	身上監護
	施設等入所
	☐
	☐
	入所予定施設名（又は種別）
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
その所在地
（　　　　　　市・区・町・村）
現状
☐入所決定
入所予定時期（　　　　　年　　月頃）
☐申込済み
☐申込検討中

	
	入院・転院
	☐
	☐
	予定医療機関名
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
その所在地
（　　　　　　市・区・町・村）
入院・転院予定時期
（　　　　　　年　　月頃）

	
	その他
	☐
	☐
	





11　親族の同意の状況について
　　（※親族の申立意向確認結果一覧及び親族意向確認書のコピーを添付してください。）
後見等開始について反対している親族の有無
☐あり　⇒　反対者氏名（　　　　　　　　　　　　　　　）続柄（　　　　　　　）
　　　　　　反対理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
☐なし

[bookmark: _GoBack]12　市民後見人の受任について（※保佐・補助の申立ての場合，以下は記載不要です。）
　(1) 市民後見人受任の必須要件
　　☐急迫した虐待や権利侵害，親族間の係争がない
　　☐現在の居所（近い将来転居が決まっている場合はその予定地）が大阪府内市民後見人支援活動事業実施市町村である
　　☐本人に自虐や他害の行為がない
　　☐預貯金が1,200万円未満である
　　☐何らかの形でコミュニケーションを図ることができる
　(2) 市民後見人受任上の問題（※(1)に全てチェックが入った場合のみ検討してください）
　　☐不動産の処分，相続，遺産分割や債務整理などの対応を要する
　　　⇒　☐弁護士等に当該事務を委任して対応することが可能である（費用が支弁できる）
　　　　　☐支援者等の協力が得られ，対応することが可能である
　　　　　☐市民後見人単独で対応することが可能である
　　☐後見事務費（交通費・通信費・事務費）を月々の収支から支弁できない（月約3,000円）
　　　⇒　☐月々の収支はマイナスだが，預貯金から支弁可能である
　(3) 市民後見人受任可能性についての意見
　　☐市民後見人の受任について検討可能であると思われる
　　☐市民後見人の受任は困難であると思われる
　　　理由　⇒　☐(1)の選択肢にチェックが入らないものがあった
　　　　　　　　☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
) 
